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１．新地方公会計制度に基づく財務諸表（財務 4 表）整備の概要 

 
 新地方公会計制度とは、「現金主義・単式簿記」を特徴とする従来の地方公共団体の会計

制度に対して、「発生主義・複式簿記」などの企業会計手法を導入しようとする取り組みで

す。これにより、地方公共団体が所有する資産及び負債といったストック状況や、減価償却

費や引当金などのコスト情報を把握し、より実態に即した財政状況を明らかにするものです。 
 本町では、この制度に基づく「財務 4表」を平成 22年度に初めて作成しました。 
 財務４表とは、民間企業における会計の考え方（発生主義・複式簿記）で作成される決算

に関する次の 4表のことをいいます。 
   
 ①貸借対照表（ＢＳ）…………地方公共団体がどのような資産を保有しているのか 
  Balance Sheet      （資産保有状況）と、その資産がどのような財源でまか 
               なわれているか（財源調達状況）を対象表示したもの 
               です。貸借対照表により、基準日時点における高畠町 
               の財政状態（資産・負債・純資産といったストック項目 
               の残高）が明らかにされます。 
 
 ②行政コスト計算書（ＰＬ）…1年間の地方公共団体の行政活動のうち、人的サービスや 
  Profit and Loss Statement 各種給付サービスなど資産形成につながらない行政サー 
               ビスに伴うコストを明らかにするものです。従来の現金 
               主義会計では捕捉できなかった現金の支払いを伴わない 
               費用（減価償却費など）についても計上しています。 
 
 ③純資産変動計算書（ＮＷ）…1年間の地方公共団体の純資産、つまり資産から負債を 
  Net Worth        差し引いた残りが、一会計年度にどのように増減したかを 
               明らからかにするものです。 
 
 ④資金収支計算書（ＣＦ）……1年間の資金の流れを明らかにするもので、性質の異なる 
  Cash Flow        ３つの活動（経常的収支、資本的収支、財務的収支）に 
               分けて表示します。 
 
 
２．作成モデル 

 
 「財務 4表」の作成にあたり、総務省は、企業会計手法を全面的に採用した「基準モデル」
と、既存の決算統計の数値を活用した「総務省方式改定モデル」の 2種類の作成方法を示し
ており、本町では、資産状況をより的確に把握できる「基準モデル」を採用しました。 
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３．対象とする会計の範囲 

 
 本来は、連結対象団体（一部事務組合・広域連合・地方公社・第三セクター等）までを含

めた整備が求められていますが、当該団体との調整はもとより、組合構成市町との調整が必

要となることから、現段階では、一般会計と飲料水供給事業特別会計を合わせた普通会計と、

町の会計の範囲（普通会計、特別会計及び企業会計）である単体会計（財産区会計を除く））

を対象に作成しています。 
 
 

連
結
会
計 

単
体
会
計 

 
 

特別会計 

下水道事業特別会計        介護保険特別会計 
農業集落排水事業特別会計     老人保健特別会計 
特定地域生活排水処理事業特別会計 訪問看護事業特別会計 
国民健康保険特別会計       後期高齢者医療特別会計 

企業会計 水道事業会計  病院事業会計 

連結対象団体（一部事務組合・広域連合・地方公社・第三セクター等） 
 
 
４．作成基準日 

 
 財務 4表の作成基準日は、会計年度の最終日である平成 23年 3月 31日としています。 
 なお、出納整理期間（平成 23年 4月 1日から 5月 31日まで）の出納については、作成
基準日までに終了したものとして取り扱っています。 
 
 
 
 
 
 
 
 

普通会計 一般会計  飲料水供給事業特別会計 
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③

①

出典：総務省「新地方公会計制度実務研究会報告書」図３財務書類４表構成の相互関係より

【ＢＳ】 【ＰＬ】 【ＮＷ】 【ＣＦ】

５．財務4表の相互関係

貸借対照表 行政コスト計算書 純資産変動計算書 資金収支計算書

借　方 貸　方 借　方 貸　方 借　方 貸　方 借　方 貸　方

(期首残高)(期首残高)

財源の使途

①【ＢＳ】の資産のうち「資金」の金額は、【ＣＦ】の期末残高と対応する。

②【ＢＳ】の「純資産」の金額は、資産と負債の差額として計算されるが、これは【ＮＷ】の期末
　残高と対応する。

③【ＰＬ】の「純経常費用（純行政コスト）」の金額は、費用と収益の差額として計算されるが、
　これは、【ＮＷ】の財源の使途のうち、「純経常費用への財源措置」と対応する。

純行政
コスト

収　益

費　用

資　産

(うち資金)

負　債

純資産
②

経常的支出

資本的支出

財務的支出

期末残高

経常的収入

資本的収入

財務的収入

財源の調達

資産の増加

(うち純資
産コスト)

資産の減少

期末残高
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流動負債
負債合計

非流動負債 121億3,076万円
非金融資産 （17.6％）
803億4,376万円 純資産

※（　　）内は構成比
（単位：千円） （単位：千円）

【資産の部】

１．金融資産

（１）資金 現金及び預金 ①

（２）債権 未収金・貸付金など

（３）有価証券

（４）投資等 出資金・基金など

２．非金融資産

（１）事業用資産

①有形固定資産

②無形固定資産

③棚卸資産

（２）インフラ資産 道路、公園、上下水道など

（３）繰延資産

資産合計　Ａ （１+２）

【負債の部】

１．流動負債 翌年度償還予定の町債など

（１）公債（短期）

（２）その他

２．非流動負債 町債、退職手当引当金など

（１）公債

（２）退職給付引当金

（３）その他

負債合計　Ｂ （１+２）

【純資産の部】

純資産合計　Ｃ （A-B） ②

負債・純資産合計　D （B+C＝A）

①「（１）資金」は、資金収支計算書（ＣＦ）の「期末資金残高 Ｇ」と一致します。

②「純資産合計 Ｃ」は、純資産変動計算書（ＮＷ）の「期末純資産残高 Ｆ」と一致します。

金融資産 26億9,732万円
（3.2％）

（96.8％）

976,651

1,502,311

8,724,496

2,886,260

520,000

208,162

3,481

2,013,919

684億3,136万円

0

35,574,625

資産合計
24億7,896万円

83,041,077

68,431,359

2,478,962

12,130,756

14,609,718

83,041,077

0

44,622,129

147,001

80,343,755

庁舎、保育園、学校、病院など 35,721,626

2,697,322

471,760

【高畠町の財務４表】 普通会計

６．貸借対照表（ＢＳ）　（普通会計）
　　貸借対照表は、会計年度末時点における普通会計の資産や借金の状況を一目でわかる
　ようにしたものです。
　　【資産の部】は、現金や債券などの金融資産と土地・建物などの非金融資産を記載し
　ています。
　　【負債の部】は、これらの資産を築くための借入金などが、また【純資産の部】は、
　国県支出金や税金など過去に使われた財源を記載しています。

830億4,108万円

（3.0％）
146億972万円

（14.6％）

（82.4％）

科　　　目　　　名 平成２２年度 平成２１年度 増　減

これまで積み上

げてきた資産
将来世代が

負担する額

現在までの世代

が負担した額
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　普通会計の平成２２年度末現在の【資産】の総額は、８３０億４，１０７万７千円、
【負債】の総額は１４６億９７１万８千円となり、資産から負債を引いた【純資産】は６
８４億３，１３５万９千円となりました。
　【資産】の内訳は、金融資産（現金・預金、投資及び出資金、基金など）が２６億９，
７３２万２千円、非金融資産（公共施設等の土地建物、機械器具や物品、道路橋梁や公
園、上下水道などのインフラ）が８０３億４，３７５万５千円となっています。
　【負債】の内訳は、資産形成のために発行した町債や引当金などで、うち１年以内に償
還等が見込まれる流動負債が２４億７，８９６万２千円、１年超の残存期間がある非流動
負債が１２１億３，０７５万６千円となっています。
　【純資産】は、資産形成のうち現在までの世代が負担した分を表します。負債と純資産
の割合をみると、負債が１７．６％、純資産が８２．４％となっており、現在までの世代
が既に負担した割合が、将来世代が負担する割合を上回っています。

概　要

・町民１人当たりの資産と負債　（人口 ２５，３７４人　平成２３年３月３１日現在）

【 資 産 】

【 負 債 】

【 純 資 産 】

３２７万３千円

５７万６千円

２６９万７千円
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※（　　）内は構成比

（単位：千円） （単位：千円）

【経常費用】

１．経常業務費用

（１）人件費

（２）物件費

（３）経費 業務費、委託費など

（４）業務関連費用

２．移転支出

（１）他会計への移転支出 繰出金など

（２）補助金等移転支出

（４）その他の移転支出

経常費用合計（総行政コスト） Ａ （１＋２）

【経常収益合計】

１．経常業務収益

　 （１）業務収益

（２）業務関連収益

経常収益合計 Ｂ

純経常費用（純行政コスト） Ｃ （Ａ－Ｂ） ③

③「純経常費用（純行政コスト）Ｃ」は、純資産変動計算書（ＮＷ）の「（１）純経常費用への財源措置」と一致します。

移転支出的なコスト
33億9,215万円 （41.6％）

人にかかるコスト
23億1,954万円 （28.5％）

職員給与、退職手当費用など

経常費用

(96.5％)
その他のコスト

1億6,431万円 （ 2.0％）

科　　　目　　　名

物にかかるコスト 純経常費用（純行政コスト）
22億7,532万円 （27.9％） 78億6,814万円

2億8,318万円

消耗品費、維持補修費、減価償却費など

公債費（利払分）など

負担金、補助金など

扶助費など

使用料・手数料、営業収益など

補填及び賠償金、寄付金など

7,868,137

受取利息、営業外収益など 67,869

283,184

283,184

215,315

8,151,321

74,211

1,324,951

（３）社会保障関係費等移転支出 842,141

3,392,151

1,150,848

1,217,407

164,314

2,319,538

1,057,911

平成２１年度 増　減

4,759,170

平成２２年度

（3.5％）

７．行政コスト計算書（ＰＬ）　（普通会計）
　　行政コスト計算書は、町の経済的な活動に伴うコストと使用料・手数料などの収入を
　示すものです。
　　【経常費用】は、毎会計年度、経常的に発生するもので、人件費や物件費などの経常
　業務費用と、扶助費や補助費などの移転支出を記載しています。
　　【経常収益】は、毎会計年度、経常的に発生する使用料・手数料などの収益を記載し
　ています。
　経常費用合計から経常収益合計を差し引いたものが、当該年度の純経常費用（純行政コ
　スト）となります。

81億5,132万円

経常収益

職員の人件費､

退職手当費用

など

消耗品費や維持

補修費､減価償

却費､経費など

扶助費や補助

金､繰出金など

支払利息など

上記の3つに属

さないｺｽト

使用料、手数料、

営業収益などの

収入
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３１万円

　平成２２年度は、【経常費用】が８１億５，１３２万１千円、【経常収益】が２億８，
３１８万４千円で、経常費用から経常収益を引いた【純経常費用（純行政コスト）】は７
８億６，８１３万７千円となりました。
　【経常費用】の内訳は、社会保障給付や補助金等などの「移転支出的なコスト」が３３
億９，２１５万１千円（４１．６％）と最も大きく、続いて人件費などの「人にかかるコ
スト」が２３億１，９５３万８千円（２８．５％）、物件費や経費などの「物にかかるコ
スト」が２２億７，５３１万８千円（２７．９％）、町債の支払利息などの「その他のコ
スト」が１億６，４３１万４千円（２．０％）となっています。
　

【 経 常 費 用 】

【 経 常 収 益 】

【純経常費用（純行政コスト】

・町民１人当たりの行政コストなど　（人口 ２５，３７４人　平成２３年３月３１日現在）

３２万１千円

１万１千円

概　要
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＋

当期純資産変動額

＝

期首純資産残高　Ａ

【財源変動の部】　Ｂ （２－１）

１．財源の使途

（１）純経常費用への財源措置 ③

（２）固定資産形成への財源措置

（３）長期金融資産形成への財源措置

（４）その他の財源の使途

２．財源の調達

（１）税収

（２）社会保険料

（３）移転収入

（４）その他の財源の調達

【資産形成充当財源変動の部】　Ｃ （１＋２+３）

１．固定資産の変動 土地・建物などの増減

（１）固定資産の減少

　 （２）固定資産の増加

２．長期金融資産の変動

　 （１）長期金融資産の減少

（２）長期金融資産の増加

３．評価・換算差額等の増加

（１）評価・換算差額等の減少

（２）評価・換算差額等の増加

【その他の純資産変動の部】　Ｄ （１+２）

１．開始時未分析残高の増減

２．その他の純資産の変動

当期純資産変動額　Ｅ （Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

期末純資産残高　Ｆ （Ａ＋Ｅ） ②

②「期末純資産残高 F」は、貸借対照表（BS）の「純資産合計 Ｃ」と一致します。

③「（１）純経常費用への財源措置」は、行政コスト計算書（ＰＬ）の「純経常費用（純行政コスト） Ｃ」と一致します。

その他の純資産の変動

町税、地方交付税、国県補助金など

1,562,632

690,719

８．純資産変動計算書（ＮＷ）　（普通会計）
　　純資産変動計算書は、町の純資産（資産から負債を差し引いた残り）が、一会計期間
にどのように増減したかを明らかにするものです。

期首純資産残高
714億1,935万円

財源の変動
9,503万円
資産の変動 △29億8,799万円
△6億2,760万円

純行政コストや資産形成への財源措置など

△24億5,542万円

期末純資産残高
684億3,136万円

科　　　目　　　名 平成２１年度 増　減

（単位：千円）

平成２２年度

10,197,540

71,419,348

95,028

（単位：千円）

7,868,137

758,902

690,719

0

6,090,538

879,782

2,639,398

10,292,568

出資金、貸付金、基金などの増減

△ 627,597

21,917

838,706

0

690,719

860,623

資産の再評価等による増減

68,431,359

△ 2,157,022

2,157,022

0

△ 2,455,420

0

△ 2,455,420

△ 2,987,989

純経常費用や資産形成な

どによる財源の減少額と､

町税や地方交付税などの

財源の増加額との差額

固定資産や長期金融資産

の増減額

開始時未分析残高の減

少など
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概　要

・町民１人当たりの純資産変動額　（人口 ２５，３７４人　平成２３年３月３１日現在）

△１１万８千円【 純 資 産 変 動 額 】

　普通会計の期首純資産残高（平成２１年度末現在）が７１４億１，９３４万８千円で、
期末純資産残高では６８４億３，１３５万９千円となり、一会計期間で２９億８，７９８
万９千円の減となりました。
　内訳を見ると、【財源変動の部】では、町税や地方交付税、国県補助金などの財源の調
達額（１０２億９，２５６万８千円）が、純経常費用（純行政コスト）や固定資産形成な
どへの財源措置額（１０１億９，７５４万円）を上回り、９，５０２万８千円のプラスと
なっています。
　【資産形成充当財源変動の部】では、資産の再評価等による減少額（△２１億７，８９
３万９千円）が、固定資産や長期金融資産の増加額（１５億５，１３４万２千円）を上回
り、６億２，７５９万７千円のマイナスとなっています。
　また、【その他純資産変動の部】では、開始時未分析残高（貸借対照表作成開始時に財
源充当等が不明確とした資産）の減少などにより、２４億５，５４２万円のマイナスと
なっています。
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＋

当期資金収支額

＝

（単位：千円） （単位：千円）

期首資金残高　Ａ

【経常的収支区分】　

１．経常的収支　Ｂ （（２）－（１））

（１）経常的支出

　 ①経常業務費用支出

②移転支出

（２）経常的収入

①租税収入

②社会保険料収入

③経常業務収益収入

④移転収入

【資本的収支区分】

２．資本的収支　Ｃ （（２）－（１））

（１）資本的支出 資産形成のための支出

　 ①固定資産形成支出

②長期金融資産形成支出

　 ③その他の資本形成支出

（２）資本的収入

①固定資産売却収入

②長期金融資産償還収入

③その他の資本処分収入

基礎的財政収支　Ｄ （Ｂ＋Ｃ）

【財務的収支区分】

３．財務的収支　Ｅ （（２）-（１））

（１）財務的支出

①支払利息支出

②元本償還支出

（２）財務的収入 町債の借入など

①公債発行収入

②借入金収入

③その他の財務的収入

当期資金収支額　Ｆ （Ｄ＋Ｅ）

期末資金残高　Ｇ （Ａ＋Ｆ） ①

①「期末資金残高 Ｇ」は、貸借対照表（ＢＳ）の「（１）資金」と一致します。

人件費、物件費、補助費など

資産売却などによる収入

町債の元利償還など

９．資金収支計算書（ＣＦ）　（普通会計）
　　資金収支計算書は、町の資金収支の状態（資金利用状況及び資金獲得能力）を明らか
　にすることを目的としています。

期首資金残高
4億1,680万円

経常的収支
14億7,207万円
資本的収支 5,496万円

△12億3,632万円
財務的収支

7,550,802

△1億8,079万円

期末資金残高
4億7,176万円

平成２２年度 平成２１年度 増　減

272,717

4,158,651

3,392,151

6,090,788

△ 1,236,317

471,760

科　　　目　　　名

町税、地方交付税、業務収益など 9,022,871

2,659,366

0

1,472,069

416,801

641,462

779,072

0

184,217

6,506

177,711

0

235,752

1,147,748

146,960

1,420,534

1,000,788

966,955

954,794

0

12,161

△ 180,793

54,959

町税、地方交付税など

の収入と、人件費や物

件費などの支出との差

資産の売却等による収

入と、資産形成に伴う

支出との差額

町債などの借入額と返

済額との差額
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概　要

　普通会計の期首資産残高（平成２１年度末現在）は４億１，６８０万１千円で、期末純
資産残高では４億７，１７６万円となり、平成２２年度の資金収支額は５，４９５万９千
円のプラスとなりました。
　収支の内訳をみると、【経常的収支区分】では、町税や地方交付税、業務収益などの経
常的収入（９０億２，２８７万１千円）が、人件費や物件費などの経常的支出（７５億
５，０８０万２千円）を上回り、１４億７，２０６万９千円のプラスとなっています。
　一方、【資本的収支区分】では、資産形成に伴う資本的支出（１４億２，０５３万４千
円）が、資産売却などの資本的収入（１億８，４２１万７千円）を上回り、１２億３，６
３１万７千円のマイナスとなっています。
　経常的収支と資本的収支を合計した【基礎的財政収支（※）】では、２億３，５７５万
２千円のプラスとなりました。
　町債などの借り入れや返済状況を表した【財務的収支区分】では、資産形成に伴う町債
の借り入れなどの財務的収入（９億６，６９５万５千円）が、町債などの返済額（１１億
４，７７４万８千円）を下回り、１億８，０７９万３千円のマイナスとなっています。

　※基礎的財政収支（プライマリーバランス）
　経常的収支と資本的収支の合計が、基礎的財政収支です。これが、町の財政状況を示すプライ
マリーバランスと呼ばれるものです。「町債などの借り入れを除く歳入」と「過去の町債の元利
償還金を除く歳出」の差がプラス（黒字）であれば、その年の政策にかかる経費が借金以外の収
入で賄われていることになり、財政が健全であることを示します。
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純資産合計　－　インフラ資産

　資産合計　－　インフラ資産

資産合計（ＢＳ）

経常的収入＋資本的収入＋財務的収入＋期首資金残高(ＣＦ）

 純資産合計（ＢＳ）

　資産合計（ＢＳ）

　（２）安全比率

 実質的な純資産比率、財務の健全性を表します。

安全比率　　＝

平成２２年度

単　体 69.2 ％

１０．財務４表からわかること（主な分析指標）　（普通会計）

（ＢＳ）　資産

区　　分

千円

千円

千円

千円

　（１）町民１人当たりの資産、負債、純資産、純行政コスト

住民基本台帳人口

（各年度３月３１日現在）
25,374 人 人

平成２１年度

千円

千円

千円

千円

単　体

平成２２年度

3,273

576

2,697

310（ＰＬ）　純行政コスト

（ＢＳ）　純資産

（ＢＳ）　負債

単　体 82.4 ％ ％

　（３）歳入額対資産比率

歳入額対資産比率　＝

単　体

平成２２年度 平成２１年度

7.8 年 年

 これまでに形成されたストックとしての資産が、歳入の何年分に相当するかを表してい
ます。

　総資産のうち、返済義務のない純資産がどのくらいの割合を占めているかを表します。
企業会計でいう「自己資本比率」に相当し、この比率が高いほど、財政状況が健全である
といえます。

　（４）純資産比率

純資産比率　　　＝

平成２２年度 平成２１年度
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　純資産合計（ＢＳ）

　非金融資産（ＢＳ）

負　債　（ＢＳ）

　非金融資産（ＢＳ）

業務収益（ＰＬ）

経常費用（ＰＬ）

平成２２年度 平成２１年度

単　体 2.6 ％ ％

受益者負担の割合

＝

平成２２年度 平成２１年度

単　体 18.2 ％ ％

将来世代の負担比率

　（６）受益者負担の割合

　行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を表しています。地方公共団体の受益者負
担の特徴を把握することができます。

＝

　（５）社会資本形成の世代間比率

　社会資本整備の結果を示す事業用資産とインフラ資産の、純資産による形成割合を見る
ことにより、現在までの世代が負担した割合を把握することができます。
　また、負債に着目することにより、この先、将来世代によって負担する割合を把握する
ことができます。
　現在までの世代の負担比率が高く、将来世代の負担比率が低いほど、財政状況が健全で
あるといえます。

＝

平成２２年度 平成２１年度

単　体 85.2 ％ ％

現在までの世代の負担
比率
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流動負債
負債合計

非流動負債 243億4,116万円
非金融資産 （27.2％）
985億548万円 純資産

※（　　）内は構成比
（単位：千円） （単位：千円）

【資産の部】

１．金融資産

（１）資金 現金及び預金 ①

（２）債権 未収金・貸付金など

（３）有価証券

（４）投資等 出資金・基金など

２．非金融資産

（１）事業用資産

①有形固定資産

②無形固定資産

③棚卸資産

（２）インフラ資産 道路、公園、上下水道など

（３）繰延資産

資産合計　Ａ （１+２）

【負債の部】

１．流動負債 翌年度償還予定の町債など

（１）公債（短期）

（２）その他

２．非流動負債 町債、退職手当引当金など

（１）公債

（２）退職給付引当金

（３）その他

負債合計　Ｂ （１+２）

【純資産の部】

純資産合計　Ｃ （A-B） ②

負債・純資産合計　D （B+C＝A）

①「（１）資金」は、資金収支計算書（ＣＦ）の「期末資金残高 Ｇ」と一致します。

②「純資産合計 Ｃ」は、純資産変動計算書（ＮＷ）の「期末純資産残高 Ｆ」と一致します。

金融資産 40億6,434万円
（4.0％）

520,000

731,587

3,481

1,788,176

庁舎、保育園、学校、病院など

59,925,905

102,569,815

24,341,159

0

38,409,190

74,713,587

102,569,815

27,856,228

1,800,336

1,714,733

19,854,088

3,967,071

3,515,069

20,026

平成２１年度

150,357

38,579,573

増　減

4,064,337

1,541,093

98,505,478

【高畠町の財務４表】 単体会計

１１．貸借対照表（ＢＳ）　（単体会計）
　　貸借対照表は、会計年度末時点における普通会計の資産や借金の状況を一目でわかる
　ようにしたものです。
　　【資産の部】は、現金や債券などの金融資産と土地・建物などの非金融資産を記載し
　ています。
　　【負債の部】は、これらの資産を築くための借入金などが、また【純資産の部】は、
　国県支出金や税金など過去に使われた財源を記載しています。

資産合計 1,025億6,982万円
35億1,507万円
（3.4％）

278億5,623万円

747億1,359万円
（72.8％）

（23.8％）

（96.0％）

科　　　目　　　名 平成２２年度

これまで積み上

げてきた資産 将来世代が

負担する額

現在までの世代

が負担した金額
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概　要

・町民１人当たりの資産と負債　（人口 ２５，３７４人　平成２３年３月３１日現在）

【 資 産 】 ４０４万２千円

【 負 債 】 １０９万８千円

【 純 資 産 】 ２９４万４千円

　本町の平成２２年度末現在の【資産】の総額は、１，０２５億６，９８１万５千円、
【負債】の総額は２７８億５，６２２万８千円となり、資産から負債を引いた【純資産】
は７４７億１，３５８万７千円となりました。
　【資産】の内訳は、金融資産（現金・預金、投資及び出資金、基金など）が４０億６，
４３３万７千円、非金融資産（公共施設等の土地建物、機械器具や物品、道路橋梁や公
園、上下水道などのインフラ）が９８５億５４７万８千円となっています。
　【負債】の内訳は、資産形成のために発行した町債や引当金などで、うち１年以内に償
還等が見込まれる流動負債が３５億１，５０６万９千円、１年超の残存期間がある非流動
負債が２４３億４，１１５万９千円となっています。
　【純資産】は、資産形成のうち現在までの世代が負担した分を表します。負債と純資産
の割合をみると、負債が２７．２％、純資産が７２．８％となっており、現在までの世代
が既に負担した割合が、将来世代が負担する割合を上回っています。
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※（　　）内は構成比

（単位：千円） （単位：千円）

【経常費用】

１．経常業務費用

（１）人件費

（２）物件費

（３）経費 業務費、委託費など

（４）業務関連費用

２．移転支出

（１）他会計への移転支出 繰出金など

（２）補助金等移転支出

（４）その他の移転支出

経常費用合計（総行政コスト） Ａ （１＋２）

【経常収益合計】

１．経常業務収益

　 （１）業務収益

（２）業務関連収益

経常収益合計 Ｂ

純経常費用（純行政コスト） Ｃ （Ａ－Ｂ） ③

③「純経常費用（純行政コスト）Ｃ」は、純資産変動計算書（ＮＷ）の「（１）純経常費用への財源措置」と一致します。

50億1,690万円 （32.0％）
人にかかるコスト

（20.0％）

3,140,484

12,547,135

使用料・手数料、営業収益など 2,984,721

受取利息、営業外収益など 155,763

3,140,484

補填及び賠償金、寄付金など 390,081

15,687,619

（３）社会保障関係費等移転支出 扶助費など 842,141

0

負担金、補助金など 1,513,934

公債費（利払分）など 548,590

2,746,156

消耗品費、維持補修費、減価償却費など 1,796,704

5,579,265

12,941,463

職員給与、退職手当費用など 5,016,904

科　　　目　　　名 平成２２年度 平成２１年度 増　減

27億4,616万円 （17.5％） 125億4,714万円
(80.0％)

その他のコスト
5億4,859万円 （ 3.5％）

移転支出的なコスト 純経常費用（純行政コスト）

物にかかるコスト
73億7,597万円 （47.0％） 経常収益

31億4,048万円

１２．行政コスト計算書（ＰＬ）　（単体会計）
　　行政コスト計算書は、町の経済的な活動に伴うコストと使用料・手数料などの収入を
　示すものです。
　　【経常費用】は、毎会計年度、経常的に発生するもので、人件費や物件費などの経常
　業務費用と、扶助費や補助費などの移転支出を記載しています。
　　【経常収益】は、毎会計年度、経常的に発生する使用料・手数料などの収益を記載し
　ています。
　経常費用合計から経常収益合計を差し引いたものが、当該年度の純経常費用（純行政コ
　スト）となります。

経常費用 156億8,762万円

職員の人件費､

退職手当費用

など

消耗品費や維持

補修費､減価償

却費､経費など

扶助費や補助

金､繰出金など

支払利息など

上記の3つに属

さないｺｽト

使用料、手数料、

営業収益などの

収入
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【純経常費用（純行政コスト】 ４９万４千円

　平成２２年度は、【経常費用】が１５６億８，７６１万９千円、【経常収益】が３１億
４，０４８万４千円で、経常費用から経常収益を引いた【純経常費用（純行政コスト）】
は１２５億４，７１３万５千円となりました。
　【経常費用】の内訳は、物件費や経費などの「物にかかるコスト」が７３億７，５９６
万９千円（４７．０％）と最も大きく、続いて人件費などの「人にかかるコスト」が５０
億１，６９０万４千円（３２．０％）、社会保障給付や補助金等などの「移転支出的なコ
スト」が２７億４，６１５万６千円（１７．５％）、町債の支払利息などの「その他のコ
スト」が５億４，８５９万円（３．５％）となっています。
　【経常収益】は、町が提供する行政サービスなどの対価としての使用料・手数料や、公
営企業における営業収益などで、３１億４，０４８万４千円となりました。

概　要

・町民１人当たりの行政コストなど　（人口 ２５，３７４人　平成２３年３月３１日現在）

【 経 常 費 用 】 ６１万８千円

【 経 常 収 益 】 １２万４千円

17



＋

当期純資産変動額

＝

期首純資産残高　Ａ

【財源変動の部】　Ｂ （２－１）

１．財源の使途

（１）純経常費用への財源措置 ③

（２）固定資産形成への財源措置

（３）長期金融資産形成への財源措置

（４）その他の財源の使途

２．財源の調達

（１）税収

（２）社会保険料

（３）移転収入

（４）その他の財源の調達

【資産形成充当財源変動の部】　Ｃ （１＋２+３）

１．固定資産の変動 土地・建物などの増減

（１）固定資産の減少

　 （２）固定資産の増加

２．長期金融資産の変動

　 （１）長期金融資産の減少

（２）長期金融資産の増加

３．評価・換算差額等の増加

（１）評価・換算差額等の減少

（２）評価・換算差額等の増加

【その他の純資産変動の部】　Ｄ （１+２）

１．開始時未分析残高の増減

２．その他の純資産の変動

当期純資産変動額　Ｅ （Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

期末純資産残高　Ｆ （Ａ＋Ｅ） ②

②「期末純資産残高 F」は、貸借対照表（BS）の「純資産合計 Ｃ」と一致します。

③「（１）純経常費用への財源措置」は、行政コスト計算書（ＰＬ）の「純経常費用（純行政コスト） Ｃ」と一致します。

74,713,587

17,393

0

△ 5,627,570

△ 2,900,627

△ 2,726,943

△ 4,440,733

0

729,638

資産の再評価等による増減 △ 17,393

1,145,138
出資金、貸付金、基金などの増減 729,638

743,663

401,475

9,297,628

2,498,981

1,455,908

2,639,398

988,969

1,384,832
町税、地方交付税、国県補助金など 15,424,976

1,032,442

729,638

純行政コストや資産形成への財源措置など 15,694,047

12,547,135

79,154,320

△ 269,071

△56億2,757万円

期末純資産残高
747億1,359万円

（単位：千円）

科　　　目　　　名 平成２２年度 平成２１年度 増　減

財源の変動
△2億6,907万円
資産の変動 △44億4,073万円
14億5,591万円

その他の純資産の変動

１３．純資産変動計算書（ＮＷ）　（単体会計）
　　純資産変動計算書は、町の純資産（資産から負債を差し引いた残り）が、一会計期間
にどのように増減したかを明らかにするものです。

期首純資産残高
791億5,432万円

（単位：千円）

純経常費用や資産形成な

どによる財源の減少額と､

町税や地方交付税などの

財源の増加額との差額

固定資産や長期金融資産

の増減額

開始時未分析残高の減

少など
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　本町の期首純資産残高（平成２１年度末現在）が７９１億５，４３２万円で、期末純資
産残高では７４７億１，３５８万７千円となり、一会計期間で４４億４，０７３万３千円
の減となりました。
　内訳を見ると、【財源変動の部】では、純経常費用（純行政コスト）や固定資産形成な
どへの財源措置額（１５６億９，４０４万７千円）が、町税や地方交付税、国県補助金な
どの財源の調達額（１５４億２，４９７万６千円）を上回り、２億６，９０７万１千円の
マイナスとなっています。
　【資産形成充当財源変動の部】では、固定資産や長期金融資産の増加額（１８億７，４
７７万６千円）が、減価償却などによる減少額（△４億１，８８６万８千円）を上回り、
１４億５，５９０万８千円のプラスとなっています。
　また、【その他純資産変動の部】では、開始時未分析残高（貸借対照表作成開始時に財
源充当等が不明確とした資産）の減少などにより、５６億２，７５７万円のマイナスと
なっています。

概　要

・町民１人当たりの純資産変動額　（人口 ２５，３７４人　平成２３年３月３１日現在）

【 純 資 産 変 動 額 】 △１７万５千円
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＋

当期資金収支額

＝

（単位：千円） （単位：千円）

期首資金残高　Ａ

【経常的収支区分】　

１．経常的収支　Ｂ （（２）－（１））

（１）経常的支出

　 ①経常業務費用支出

②移転支出

（２）経常的収入

①租税収入

②社会保険料収入

③経常業務収益収入

④移転収入

【資本的収支区分】

２．資本的収支　Ｃ （（２）－（１））

（１）資本的支出 資産形成のための支出

　 ①固定資産形成支出

②長期金融資産形成支出

　 ③その他の資本形成支出

（２）資本的収入

①固定資産売却収入

②長期金融資産償還収入

③その他の資本処分収入

基礎的財政収支　Ｄ （Ｂ＋Ｃ）

【財務的収支区分】

３．財務的収支　Ｅ （（２）-（１））

（１）財務的支出

①支払利息支出

②元本償還支出

（２）財務的収入 町債の借入など

①公債発行収入

②借入金収入

③その他の財務的収入

当期資金収支額　Ｆ （Ｄ＋Ｅ）

期末資金残高　Ｇ （Ａ＋Ｆ） ①

①「期末資金残高 Ｇ」は、貸借対照表（ＢＳ）の「（１）資金」と一致します。

1,095,794

146,798

196,763

175,503

1,541,093

△ 1,088,025

町債の元利償還など 2,527,380

484,484

2,042,896

1,439,355

資産売却などによる収入 248,503

6,507

241,996

0

1,263,528

817,991

0

1,732,993

915,002

9,301,291

△ 1,484,490

1,000,900

3,202,712

町税、地方交付税、業務収益など 16,164,269

2,659,366

10,660,631

2,755,620

2,748,018

人件費、物件費、補助費など 13,416,251

15億4,109万円

科　　　目　　　名 平成２２年度 平成２１年度 増　減

1,365,590

資本的収支 1億7,550万円
△14億8,449万円
財務的収支

△10億8,803万円

期末資金残高

１４．資金収支計算書（ＣＦ）　（単体会計）
　　資金収支計算書は、町の資金収支の状態（資金利用状況及び資金獲得能力）を明らか
　にすることを目的としています。

期首資金残高
13億6,559万円

経常的収支
27億4,802万円

町税、地方交付税など

の収入と、人件費や物

件費などの支出との差

資産の売却等による収

入と、資産形成に伴う

支出との差額

町債などの借入額と返

済額との差額
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概　要

　本町の期首資産残高（平成２１年度末現在）は１３億６，５５９万円で、期末資産残高
では１５億４，１０９万３千円となり、平成２２年度の資金収支額は１億７，５５０万３
千円のプラスとなりました。
　収支の内訳をみると、【経常的収支区分】では、町税や地方交付税、業務収益などの経
常的収入（１６１億６，４２６万９千円）が、人件費や物件費などの経常的支出（１３４
億１，６２５万１千円）を上回り、２７億４，８０１万８千円のプラスとなっています。
　一方、【資本的収支区分】では、資産形成に伴う資本的支出（１７億３，２９９万３千
円）が、資産売却などの資本的収入（２億４，８５０万３千円）を上回り、１４億８，４
４９万円のマイナスとなっています。
　経常的収支と資本的収支を合計した【基礎的財政収支】では、１２億６，３５２万８千
円のプラスとなりました。
　町債などの借り入れや返済状況を表した【財務的収支区分】では、資産形成に伴う町債
の借り入れなどの財務的収入（１４億３，９３５万５千円）が、町債などの返済額（２５
億２，７３８万円）を下回り、１０億８，８０２万５千円のマイナスとなっています。
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純資産合計　－　インフラ資産

　資産合計　－　インフラ資産

資産合計（ＢＳ）

経常的収入＋資本的収入＋財務的収入＋期首資金残高(ＣＦ）

 純資産合計（ＢＳ）

　資産合計（ＢＳ）

 実質的な純資産比率、財務の健全性を表します。

安全比率　　＝

平成２２年度

単　体 34.7 ％

１５．財務４表からわかること（主な分析指標）　（単体会計）

　総資産のうち、返済義務のない純資産がどのくらいの割合を占めているかを表します。
企業会計でいう「自己資本比率」に相当し、この比率が高いほど、財政状況が健全である
といえます。

　（４）純資産比率

住民基本台帳人口
25,374 人 人

（各年度３月３１日現在）

（ＰＬ）　純行政コスト 494 千円 千円

　（１）町民１人当たりの資産、負債、純資産、純行政コスト

　（２）安全比率

純資産比率　　　＝

平成２２年度 平成２１年度

単　体 72.8 ％ ％

　（３）歳入額対資産比率

 これまでに形成されたストックとしての資産が、歳入の何年分に相当するかを表してい
ます。

歳入額対資産比率　＝

平成２２年度 平成２１年度

単　体 5.3 年 年

区　　分 平成２２年度 平成２１年度

単　体

（ＢＳ）　資産 4,042 千円 千円

（ＢＳ）　負債 1,098 千円 千円

（ＢＳ）　純資産 2,944 千円 千円
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　純資産合計（ＢＳ）

　非金融資産（ＢＳ）

負　債　（ＢＳ）

　非金融資産（ＢＳ）

業務収益（ＰＬ）

経常費用（ＰＬ）

単　体 19.0 ％ ％

　（６）受益者負担の割合

　行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を表しています。地方公共団体の受益者負
担の特徴を把握することができます。

受益者負担の割合 ＝

平成２２年度 平成２１年度

平成２２年度 平成２１年度

単　体 28.3 ％ ％

単　体 75.8 ％ ％

将来世代の負担比率 ＝

　（５）社会資本形成の世代間比率

　社会資本整備の結果を示す事業用資産とインフラ資産の、純資産による形成割合を見る
ことにより、現在までの世代が負担した割合を把握することができます。
　また、負債に着目することにより、この先、将来世代によって負担する割合を把握する
ことができます。
　現在までの世代の負担比率が高く、将来世代の負担比率が低いほど、財政状況が健全で
あるといえます。

現在までの世代の負担
比率

＝

平成２２年度 平成２１年度

23


